



Recent Developments of the Japanese Economy and Households
Seen from the National Accounts
Hiroshi Doihara
Abskact
Japanese National Accounts丘・0m 1980 were revised reflecting the retr`oactive revision in July 2009.
'phis paper investigates recent developments of the Japanese economy and households sectors by
・Main Time Series" and "Income and Outlay Accounts" in the revised National Accounts. ′Those data





















































1980年 代 80年 代 90年 代 90年 代 2000年 代 2005-
前 半 後 半 前 半 後 半 前 半 2008年
国 内 総 生 産 GDP) 4.3 5.0 1.4 1.0 1.3 1.1
民 間 地 絡 消 費 支 出 (A) 3.3 4.6 1.9 0…8 1.2 0.8
GDP 増 加 に 対 す る A の 増
加 の 割 合
449ー 51.9 75…0 47.9 52.4 42.5
民 間 企 業 設 備 投 資 6.6 10.7 ▲ 3.2 1.1 2.9 1.7
公 的 固 定 資 本 形 成 ▲ 1.7 4.0 6.4 ▲ 2.3 ▲ 7ー6 ▲ 7.2
輸 出 7.9 3ー5 36ー 5.6 5…9 0.5
輸 入 1.1 11…4 VO 3.7 3.8 2.2
GDP 増 加 に 対 す る 純 輸 出
の 増 加 の 割 合
12.7 i.S.7 1ー1 22.2 25.0 67.4
(備考) 1.平成12年基準の連鎖方式で実空引ヒした数値を利用している0
2.前半は0年から5年まで、後半は5年から0年までの各5年間の^m成長率である。





















1980年 代 80年 代 90年 代 90年 代 2000年 代 2005'
前 半 後 半 前 半 後 半 前 半 2008年
国 内 聴 生 産 GDP) li.i) 6.4 2ー3 0.3 ▲ 0…0 0.2
民 間 最 終 消 費 支 出 (A) tvo 5.8 3.1 0.7 0ー2 0.7
GDP増 加 に 対 す る A の 増
加 割 合
53.8 49.4 72.6 128…0 - 172.2
民 間 企 業 設 備 投 資 6…6 10.6 ▲ 3.6 ▲ 0.5 1.0 2.5
公 的 国 定 資 本 形 成 ▲ 0.8 5ー7 6.7 ▲ 3…0 ▲ 7.8 ▲ 4.8
輸 出 7.1 ▲ 0」. ▲ 0.3 4ー1 5.4 7.2
輸 入 ▲ 0.1 3…5 ▲ 1.7 4.7 6.3 10.5
GDP増 加 に 対 す る 純 輸 出
の 増 加 割 合




1980年 代 80年 代 90年 代 90年 代 2000年 代 2005-
前 半 後 半 ll'lす 後 半 前 半 2008年
民 間 最 終 消 費 支 出
3ー3 4ー6 1.9 0.8 1.2 0.8
(6ー0) 5.8) 3.1) 0.7 0.2 0.7
S ..IBIで 駁 軽 油
3.4 4.5 2.1 1.0 1ー4 0.9












1980年 代 80年 代 90年 代 90年 代 2000年 代 2005'
前 半 後 半 前 半 後 半 前 半 2008年
EI内 総 生 産 (GDP) 3.2 3.2 2.5 4…3 2.4 1.7
民 間 最 終 消 費 支 出 (A) 3ー8 3.2 蝣I- 4.6 3.0 1.8
GDP 増 加 に 対 す る A の 増
加 割 合
76.6 65.5 72▼0 71.7 85.7 70ー0
火 脚 .F* 5.6 1.0 4.8 10.7 0.4 5.2
政 府 鍛 練 消 費 支 出 …政 府 稔
資 本 形 成
3.3 3.1 0.3 2.1 2.5 2.0
輸 Fll 0.3 10▼9 7…1 7.0 1.9 7.7
輸 入 8.6 5ー3 7…0 ll.7 4.3 1.5
GDP 増 加 に 対 す る 純 輸 出
の 増 加 割 合
▲ 16.9 7▼7 ▲ 2…5 ▲ 16.5 ▲ 19.2 33.9
























1960年 代 70年 代 80年 代 90年 代 2000- 2008年
























































GDP増 加 に 対 す る純 輸 出 の 割 合

































させている。 70年代、 80年代、 90年代と長期間続いた3%台の安定成長に低下方向への変化が生
じている可能性がある。
E強表6　アメリカの年代別年平均成長率等の推移(実質)　　　(削在: %)
1960 年 代 70 年 代 80年 代 90 年 代 2000- 2008年
国 内 総 勺:.産 (GDP) 4.2 3.2 3.2 3ー 4 2.2
民 間 h2終 消 費 支 出 (A) 4.4 3.2 3.5 3.n 2.5
G DP 増 加 に 対 す る A の 割 合 73…6 65.4 70…6 71…8 80.7
民 間 総 資 本 形 成 1.8 4.2 3.3 7.1 蝣>')
政 府 斑 終 消 JZt支 出 .政 府 稔 資 本 形 成 3.5 1▼0 3.2 1▼2 2…3
輸 出 5.9 7.2 5.5 7ー 1 4.0



























































1980年 1990年 1997年 2000年 2007年 2008年
雇 用 者 報 酬 129 5ー 65.8 227.3(67.ー0) 279.0 72…4) 271…1 73.4) 262.1(69.ー2) 264.0(72.4
財 産 所 得 15.9 8.1 46ー6 13ー7) 26 6ー 6.9) 16ー5 4.5) 17.6 (4.…6) 14.8 (4.1
介 せ plf 51….4(26.1 65.5 19.3 79.6(20.7 82ー0 22.2 99ー1 26.2 85.7(23…5)
W K
(要 素 費 用 表 示 )










1980年 1990年 2000年 2008年
雇 用 者 報 酬 1647.6 74.0 3326.3 72.0 5788.8(70.7) 8037 4ー(69.8
財 産 所 得 210.3 (9.4) 494.0(10.7 754.6 9.2) 1025 5ー (8.9
企 業 所 得 369.8(16.6 801…1(17.ー3) 1645.8 20…1) 2459.8 21.3
国 民 所 得 (要 素 費用 表 示 ) 2227.8 4621.4 8189.1 11522.6






























1980年 代 80年 代 90年 代 90年 代 2000年 代 2005、.
f)i]1" fe t 前 半 後 半 前 半 2008年
(DP 4.3 5.0 1.4 1.0 1…3 1.1
GDI 4.3 5.2 1▼5 o.s 1.0 ▲ 0.0



























































































財 産所得 (160→ 100) 営 業余剰 …混合 所得 (99→84)
第 一次所 得 バラ ンス
(421→404
雇用者 報酬 (279→264)
生産 .輸 入品 に課 され る税 (補助金控 除) (36→40)






現金による社会給付 (59→74) 現金による社会負担 (66→68)
その他の経常移転 (80→88) 現金による社会給付 (59→74)











地絡 消費支 出 (364→ 385)
年金 基金準 備金 の変動 (3→ ▲ 1)
可処 分所 得 (421→403)
貯 蓄 (57一→18)















法 人 企 業
金 融 機 関 .般 政 府 家 計
対 家 計
非 営 利 団 体
合 計
配 分 撤 定 .第 一 次 所 得 37255 11287 35712 319528 414
404195
バ ラ ン ス 9.2 2.8 8.9 (79…1) 0.1
第 二 次 分 配 勘 定 .可 処 20990 7713 74363 293552 6473
403092
分 所 得 5.2 1.9 18.4 72.8 1.6)
再 分 配 勘 定 … 調 整 可 処 (20990 (7713 21938 352294 157
403092
分 所 待 5.2 1.9 (5.4) (87…4) {0.0
使 用 勘 定 . 貯 蓄 20990 9142 ▲ 19011 6689 157
17966
























































1990年 1997年 2008年 1990年 1997年 2008年
財 産所 得 22367 18202 13819 営 業余剰 16018 23445 28100
利子 21936 17812 13552 混 合所得 29180 27277 17128
賃 貸料 432 390 267 雇 用者報 酬 227343 278954 263961
差 額(丑 306710 350439 319528 貸金 .俸給 196459 240515 224884
雇主社 会負 担 30883 38439 39078
財 産所得 56537 38965 24159
利子 32766 17402 7097
配 当 2354 2301 4787
保 険契 約者 17964 15897 9112
賃質料 3454 3365 3160





























1990年 1997年 2008年 1990年 1997年 2008年
唐 常 梶 33564 30748 28809 差 額① 306710 350439 319528
社 会 負担 50336 65542 69060 社 会給付 44120 58907 74475
雇 主社 会負担 19271 27354 28816 社会保 障 24801 36444 49745
雇 用者 社会 負担 19501 27186 30026 年金 基金 1560 3734 6449
そ の他 の経常 移転 19882 25174 21037 無遊 金給付 11564 11002 10217
分類 イく能経 常移 転 17637 22285 18144 社 会扶 助 給付 6196 7728 8064















1990年 1997年 2008年 1990年 1997年 2008年
差 額③ 299058 357283 352294 差 繍(釘 263198 308687 293552
:現 物社 会移転 35860 48596 58742
現物社 会給 付 16880 23788 33871
個別財 等移 転 18980 24808 24871
















1990年 1997年 2008年 1990年 1997年 2008年
娘終 消 蟹支 出 230983 279831 285434 差額(郭 263198 308687 293552
差績④ (貯蓄 ) 35970 32078 6689 年金 基金 準備 金 3756 3222 ▲ 1429
受取 計 266954 311909 292123
(備考) 1.差額④は貯蓄である,









1990年 1997年 2008年 1990年 1997年 2008年
現実 始終 消 費 266843 328427 344176 差額 ③ 299058 357283 352294
差 額④ 35970 32078 6689 年 金基 金準備 金 3756 3222 ▲ 1429
「妄哀訂ll 302814360505L堅 強
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